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核燃料サイクル（核燃料サイクルの仕組み / 使用済燃料の貯蔵 / 使用済燃料の再処理 / 高速炉

開発） 

高レベル放射性廃棄物の処理・処分に関する取組 
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所管事項の動向 

地域活性化（デジタル田園都市国家構想 / 地方分権改革 / 国家戦略特区制度） 

こども政策（少子化の現状 / こども家庭庁 / こども未来戦略 / 児童手当法等改正 / 日本版ＤＢ

Ｓ法案） 

マイナンバー制度（マイナンバー制度の概要 / マイナンバーカード及びマイナポータル / マイナ

ンバー法の制定及び近年の改正 / マイナンバー制度の今後） 

 

 

※本書は、原則として令和６年１月 19 日時点の情報をもとに作成しています。 


